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１ 目的 

この管理運営業務仕様書（以下「仕様書」という。）は、久留米市市民活動サポートセン

ター（以下「施設」という。）の管理運営業務を安全かつ円滑に遂行するため、その業務の

範囲と業務要領を定めることを目的とする。 

 

２ 建物及び施設の概要 

久留米市は、当施設について建物所有者との賃貸借契約を結んでいる。 

（１）施設の名称    久留米市市民活動サポートセンター 

（２）施設の所在地   久留米市六ツ門町３番地１１ くるめりあ六ツ門６階 

（３）入居建物概要 

竣工       昭和５９年１２月 

所有者      株式会社ティーティーエス企画 

構造       鉄筋コンクリート・鉄骨造陸屋根地下２階付６階建 

規模       地下２階地上６階建６階塔屋２階 

    敷地面積      ４，３６４．６４０㎡ 

    建築面積      ３，１７８．９０４㎡ 

    建築延面積    ２５，４２０．１３０㎡ 

（４）管理施設概要（入居建物６階一部、別紙１「くるめりあ六ツ門６階平面図」参照） 

占有床面積    ６０６．１１㎡ 

共用部分     廊下等 

（５）改装時期等 

平成２２年８月  ６階全面改装（高等教育コンソーシアム久留米入居時） 

平成２４年６月  ６階一部改装（市民活動サポートセンター入居時） 

平成２５年４月  ６階一部改装（久留米観光コンベンション国際交流協会入居時） 

 

３ 開館時間等 

（１）開館時間 

１０時から２１時までとする。ただし、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年

法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」という。）は１０時から１９時までとする。 

（２）休館日   

① 毎月第３月曜日（ただし第３月曜日が休日に当たるときはその翌日） 

② １月１日から１月３日までの日及び１２月２９日から１２月３１日までの日 

（３）開館時間等の伸縮、変更 

指定管理者が特に必要と認めるときは、あらかじめ久留米市の承認を得て、開館時間及び

休館日を伸縮し、または変更することができる。 

また、久留米市が特に必要と判断するときは、開館時間及び休館日の伸縮、または変更を

お願いすることがある。 
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４ 指定期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで（５年間） 

 

５ 業務の範囲 

指定管理者は、利用者が施設を清潔かつ安全快適に利用でき、センターの設置目的を達成す

るための管理運営に資するべく、次の業務を遂行しなければならない。 

「市民活動」、「市民公益活動団体」、「地域コミュニティ組織」のそれぞれの用語の定義

は「久留米市市民活動を進める条例」の定めによるものとする。（募集要項 資料１） 

（１）施設の管理業務に関すること 

① 施設の維持管理に関する業務 

② 施設の提供に関する業務 

（２）事業の運営業務に関すること 

   ① 市民活動についての情報収集及び提供に関する業務 

② 市民活動についての相談に関する業務 

  ③ 市民活動に関する講座等の実施 

④ 市民活動についての啓発及び促進に関する業務 

⑤ 市民活動の連携及び交流に関する業務 

⑥ 新たな市民活動についての調査及び研究に関する業務 

⑦ 市民活動についての災害等緊急対応に関する業務 

⑧ 入居建物内の他施設との連絡・調整・事業連携に関する業務 

（３）支払義務者が指定管理者となっている契約の支払に関する業務 

（４）利用統計、会計等事務に関する業務 

（５）その他施設の管理運営に関すること 

（６）その他 

   ① 管理運営業務開始日前の指定管理者の準備行為 

※ 詳細は「別表１ 業務範囲の細目」のとおり 

  

６ 関係法令等の遵守 

指定管理者は、仕様書・協定書に基づく業務の内容及び公共性を十分認識したうえ、施設の

運営及び維持管理を十分に達成できるように、次の各号に掲げる条例・規則等のほか、その他

の条例、規則、各関係法令等に基づき、安全かつ能率的に業務を履行しなければならない。 

① 久留米市市民活動を進める条例 

② 久留米市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

③ 久留米市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則 

④ 久留米市市民活動サポートセンター条例（以下「センター条例」という。） 

⑤ 久留米市市民活動サポートセンター条例施行規則（以下「施行規則」という。） 

⑥ 久留米市情報公開条例 

⑦ 久留米市行政手続条例 

⑧ 久留米市暴力団排除条例 
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⑨ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

⑩ 個人情報の保護に関する法律 

７ 業務の委託等 

指定管理者は、施設の管理運営に関する業務の全部を第三者に委託し、または請け負わせて

はならない。 

ただし、清掃、警備等の管理運営業務の目的を損なわない業務については、この限りではな

い。 

 

８ 職員の配置等 

（１）指定管理者は、業務の全体を統括し、必要な調整を行う責任者となる統括責任者を1名及

びそれを補佐する副責任者を１名以上配置し、市との連絡調整等にあたらせること。また、

原則として開館時間中は統括責任者又は副責任者を1名以上配置すること。 

（２）開館時間内は、従事者（管理責任者を含む。）を常時２名以上配置すること。うち１名

以上は、市民活動に関する一定の知識経験（市民活動に関する１年以上の経験、または企

業における社会貢献活動担当者等において同等程度の知識経験）を有し、受付、相談業務

に対応できる従事者を配置すること。また、配置従事者のうちいずれかは総合案内・受

付・情報機器（パソコン等）操作などに対応できる従事者であること。 

（３）従事者の勤務体制・人数は、施設の管理運営及び事業の実施に支障がないように配慮す

るとともに、利用者の要望に応えられるものとする。 

（４）ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を使用するための講習会を受講した職員を配置すること。 

（５）従事者の資質を高めるため、人権研修（男女平等に関する研修を含む。）、接遇研修、

個人情報保護・情報公開研修等の各種研修を実施するとともに、施設の管理運営に必要不

可欠な知識と技術の習得に努めること。 

（６）施設の管理等にあたり、消火・消防等必要な訓練（救急法ＡＥＤ講習含む。）を年１回以

上実施すること。施設が入居する建物の管理責任者等が同様の訓練を開催する場合には、こ

れに参加することをもって代えられるものとする。 

 

９ 施設の設備等の補修・修繕 

施設の設備及び備品等は、正常に保持し、適正な利用に供するよう日常的な保守点検を行い、

必要に応じて電球・電池（ＡＥＤブザー用、時計用等）、印刷用紙などの日常的な管理で必要

となる部品や消耗品の購入・交換等を行うこと。 

ただし、施設等の管理運営に際して指定管理者の費用と責任において改修する場合には、事

前に市の承認を受けなければならない。 

 

１０ 備品等について 

（１）別紙３「貸与備品リスト」に記載されている備品は、指定管理者に無償で貸与するもの

とし、指定管理者はこれを善良なる管理者の注意義務をもって管理すること。なお、経年

劣化等による備品の更新は、久留米市が利用状況や予算状況を勘案して行う。 

（２）指定管理者の故意または過失により毀損または滅失した備品の補充については、指定管

理者が負担することとする。この場合、当該備品は久留米市に帰属する。 
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（３）指定管理者が管理運営業務に必要な備品を購入するときは、あらかじめ市と協議のうえ、

購入するようにすること。 

   ① 市の所有となる備品の例 

・指定管理者が市から引き継いだ備品を更新するために購入する備品 

・上記以外のもので、指定管理者がもっぱら利用者の利便性向上のために購入する備品 

   ② 指定管理者の所有となる備品の例 

・市と事前協議のうえ、指定管理者の所有と決したもの 

（４）別紙３「貸与備品リスト」に記載されている備品以外の物品で指定管理者が必要とするも

の、また、事務用品並びに消耗品（照明用電球、電池、印刷用紙等）等(以下｢物品等｣とい

う。)は、指定管理者の負担で調達すること。 

調達した物品等については、指定管理者に帰属するものとする。ただし、指定期間満了時

において使用途中の物品等は、施設が継続的かつ円滑な運営を行うために必要であるため、

次期指定管理者に引き継ぐものとする。 

 

１１ 利用料金制度及び利用料金の収受 

市は、指定管理者に施設の利用料金を当該指定管理者の収入として収受させる。 

ただし、利用料金の徴収額の決定は、センター条例別表の利用料金の額以内とし、市の承認

を受けなければならない。なお、料金徴収の際には、領収書を指定管理者名にて発行すること。 

 

１２ 利用料金の減免等 

指定管理者は、センター条例第１５条および第１６条、並びに施行規則第５条及び第６条の

規定により、利用料金減免および利用料金還付が申請された場合は、利用料金の減免および還

付を行わなければならない。 

  なお、利用料金の減免分については市から補填しない。 

 

１３ 運営経費に関すること 

（１）管理運営に係る経費に関すること 

① 管理運営に係る経費の負担及び支払業務に関しては別紙２のとおりとする。 

② 施設の利用料金は指定管理者の収入とし、管理運営に係る経費の一部とする。 

③ 市から支払う経費は、久留米市市民活動サポートセンターの管理運営に係る市の予算

の範囲内で指定管理者の提出した事業計画の収支の差引額を限度とする。 

④ 指定期間中の物価変動、金利変動、税制改正その他の法令改正等に伴う経費の増加等

は、指定管理者の負担とする。ただし、施設の管理運営に大きく影響を及ぼす税制改正

その他の法令改正等については協議により定めることとする。 
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（２）指定期間内であっても、指定管理者の責めに帰すべき事由による、指定の取消し及び業

務停止の場合、その損害についてはすべて指定管理者が賠償するものとする。 

 

１４ 自主事業 

   施設の設置目的に合致し、かつ本来の業務の実施を妨げない範囲において、指定管理者の責

任と費用により、久留米市及び施設が入居する建物の管理責任者等と協議の上で積極的に自主

事業を実施すること。 

 

１５ 危機管理対応 

   緊急事態、非常事態、不測の事態については、遅滞なく適切な対応をすること。 

 

１６ 協定の締結 

指定管理者としての指定議案が議決されたときは、市は指定の通知を行い、その後、市と指

定管理者は、次の事項について管理に関する基本協定を締結するものとする。 

この場合、指定期間を通じての基本的事項を定めた基本協定を結び、年度毎の指定管理料に

関する事項等を定めた年度協定を締結することとする。 

また、市または指定管理者において協定の改定が必要と認める場合は協議することができる。 

（１）基本協定書の内容 

   ① 目的 

② 指定期間及び協定期間 

  ③ 業務の範囲に関する事項 

   ④ 権利譲渡の禁止 

   ⑤ 事業計画及び事業報告に関する事項（モニタリングを含む） 

   ⑥ 指定管理料及び利用料金に関する事項 

   ⑦ 個人情報保護及び情報公開に関する事項 

   ⑧ 指定の取消し及び業務停止に関する事項 

   ⑨ 損害賠償義務に関する事項 

   ⑩ その他 

（２）年度協定の内容 

   ① 目的及び業務内容 

   ② 協定期間 

   ③ 指定管理料及び指定管理料の請求、支払い 

   ④ モニタリング 

   ⑤ 疑義等の決定 

 

１７ 提出書類  

管理者は基本協定締結後、次の書類を提出しなければならない。 

① 管理責任者選任届 

② 業務従事者名簿（経歴、資格を含む） 
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③ 職務分担表（配置計画、シフト表） 

④ 緊急時の体制マニュアル（緊急連絡体制表(市、施設が入居する建物の管理責任者等

への報告方法を含む。)、非常時出動体制表など） 

⑤ 各種規程及び各種マニュアル 

⑥ 事業計画書及び事業詳細 

⑦ その他市が指示する書類 

 

１８ 指定管理者の責任の明確化 

（１）リスク分担 

基本協定・年度協定によって、施設管理及び事業運営に係るリスクの負担区分を明確にし

て不測の事態に備えること。また、適切に対処して混乱を防ぐとともに、円滑な管理運営を

行うこと。（別紙４「リスク分担表」のとおり） 

（２）損害賠償保険の加入   

   市に施設設置者として瑕疵があった場合は、市が損害賠償責任を負うこととなる。一方で、

その損害が指定管理者の責任に起因したものについては、指定管理者が市または第三者に対

してその損害賠償責任を負うことになるので、指定管理者の負担により損害賠償保険に加入

しなければならないものとする。 

（３）負担について 

① 施設そのものの欠陥や地震等の天災により事故・火災等が発生した場合は、当該事故

等の処理に要する費用については、久留米市の負担とする。 

② 指定管理者の故意または過失により、久留米市または第三者に損害を与えた場合は、

その賠償費用は、指定管理者の負担とする。 

 

１９ 指定管理者に対する指定の取消し等 

久留米市は、指定管理者による管理運営業務の継続が困難になった場合、またはモニタリン

グを通じて業務改善、是正等の指示に従わなかった場合などについては、市はその指定を取消

し、または期間を定めて管理の業務の全部または一部の停止を命じることができる。また、暴

力団又は暴力団員若しくはそれらと密接な関係を有することが判明した場合も市はその指定の

取消しを行うことができる。 

この場合、指定管理者の責めに帰すべき事由により生じた損害は、指定管理者が賠償の責め

を負う。 

 

２０ 管理責任者の選任 

指定管理者は、協定締結後ただちに管理責任者を選任し、必要書類とともに市に届け出なけ

ればならない。管理責任者は、施設の総合的管理業務に専従すること。また、従事者と兼ねる

ことができる。 

 

２１ 管理責任者の職務 

管理責任者の職務は次のとおりとする。 

① 施設の効率的、効果的な管理運営を安定して行うこと 
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② 市と指定管理者間の調整に関すること 

③ 施設が入居する建物の管理責任者等との調整に関すること 

④ 施設が入居する建物の他の入居施設との調整に関すること 

⑤ 現場における従事者の指揮監督に関すること 

⑥ 適切な管理・運営に資するため、従事者の知識・マナーの向上に努めること 

⑦ 事故・労働災害の防止に努めること 

⑧ 各種報告書の提出 

⑨ その他指示事項に対する処置および報告等   

 

２２ 事務室等の使用等 

指定管理者が業務遂行上必要とする施設（事務室、ロッカールーム等）は、指定期間中無償

で使用させる。ただし、損傷を与えた場合は、指定管理者の責任で弁償しなければならない。

また、使用にあたっては、節水、節電に努めなければならない。 

 

２３ 行政財産の目的外使用 

施設（行政財産）の目的外使用については、施設の設置目的を損なわない範囲内とし、指定

管理者は、事前に市の許可を得ること。 

 

２４ 個人情報の保護 

指定管理者は、施設の管理を行うにあたって保有する個人情報の適正管理に関して、個人情

報の保護に関する法律第６６条の規定により適正に維持管理を行うこと。また、久留米市との

協定において、久留米市から利用者に関する個人情報の開示の要求等があった場合には、これ

に応じること。 

 

２５ 情報公開 

指定管理者は、情報公開に関して久留米市情報公開条例（平成１３年久留米市条例第２４

号）第３１条第２項の規定により、保有する情報の公開を行うために必要な措置を講ずるよう

努めること。また、久留米市との協定において、久留米市から管理運営業務に関する文書等の

提出の要求があった場合には、これに応じること。 

 

２６ 暴力団の排除 

施設の利用が暴力団の利益になると認められるときは、利用の許可をせず、既に許可してい

る場合においても許可を取消すなど、必要な措置を講じること。 

 

２７ 行政手続条例の適用 

指定管理者は、許可、不許可その他処分を行う行政庁に該当するため、久留米市行政手続条

例（平成８年久留米市条例第２４号）の適用を受ける。 

 

２８ 環境への配慮 

管理業務を行うにあたっては、次のとおり環境に配慮すること。 
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① 電気・水道等の使用にあたっては、節約に努めること。 

② ごみ減量・リサイクル・分別に努めること。 

③ 使用する洗剤等は、環境に配慮したものを使用し、節約に努めること。 

④ 管理業務において使用する商品・材料等は、極力環境に配慮したものを使用すること。 

 

２９ 障害者差別解消法の適用について 

指定管理者は、業務の実施にあたっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律（平成25年法律第65号）を遵守するとともに、市の取扱いに準じて、障害者に対する合理

的配慮の提供に努めること。 

 

３０ 業務報告等 

指定管理者は、以下のとおり業務報告等を提出するものとし、提出期限は市と指定管理者で

協議のうえ決定する。 

（１）月別報告 

① 事業報告書 

② 施設利用統計（利用者日計・月計表） 

③ 利用料金統計（利用料金等徴収額日計・月計表） 

④ 減免件数及び金額統計（日計・月計表） 

⑤ 備品・消耗品等の管理状況 

⑥ 事業計画書（翌月分） 

⑦ 従事者シフト表（翌月分） 

（２）年度別報告 

① 事業報告書 

② 収支報告書 その他、経費の収支に関する市が必要と認める帳簿及び帳票類 

③ 施設利用統計（利用者年度計、前年度対比含む） 

④ 利用料金統計（利用料金等徴収額年度計表、前年度対比含む） 

⑤ 減免件数及び金額統計（年度計、前年度対比含む） 

⑥ 備品・消耗品等の管理状況 

 

 

３１ モニタリング 

モニタリングは、指定管理者による公共サービスの履行に関し、センター条例、施行規則及

び協定等に従い、適切かつ確実なサービスの提供が確保されているかを確認すると同時に、市

が示したサービス水準を満たしているかを監視するものである。 

モニタリングの内容は次のとおりとする。 

（１）業務の履行状況の確認 

   ① 事業、業務の履行状況 

     ・開館状況、利用統計 など 

   ② 施設の維持管理状況 
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     ・環境衛生業務、備品管理業務 など 

（２）サービスの質に関する確認 

① 基本的事項 

・職員の接客態度、広報の実施状況 など 

   ② 運営業務 

     ・予約、使用許可の状況、クレームへの対応状況 など 

（３）サービス提供の安定性に関する確認 

   ① 通常サービス 

     ・収入支出の計画及び実績 など 

   ② 自主事業 

     ・自主事業毎の収入支出の計画及び実績 

（４）利用者の満足度に関する確認 

   ① 利用者アンケート等による満足度調査 など 

 

 

３２ モニタリング等の実施時期及びその対応 

（１）四半期毎の報告事項 

利用者の満足度に関する報告事項を除くすべての項目については、資料１「モニタリング

マニュアル」により各四半期が終了後、２週間以内に報告を行うこと。 

（２）年度別の報告事項 

モニタリング項目の全項目とし、年度終了後２ヶ月以内とする。ただし、指定管理者の指

定を取り消されたときは、当該日より１ヶ月以内に、取り消された日までに係る年度別の報

告を行うこと。 

（３）利用者満足度調査 

   利用者の声を積極的に把握し、年度毎に利用者満足度の調査を実施、報告を行うこと。 

（４）実地調査等 

   市は、指定管理者からの報告等に基づき、実地調査等を行う。 

（５）是正の指示 

モニタリングにより事業内容に改善の必要が認められる場合は、市は必要に応じて立ち入

り調査や事情聴取、または協議を行い、指定管理者に対して業務の改善、是正等の措置を講

じるよう指示する。 

 

３３ 指定期間の満了 

（１）指定期間の満了に際し、市または市が指定するものに対し、本業務の引継ぎ等を必ず行わ

なければならない。引継ぎを行う際の費用は指定管理料に含む。 

（２）指定期間満了までに、管理物件を現状に回復し空け渡さなければならない。 

（３）備品等については、市または市が指定するものに対し引き継がなければならない。ただし

指定管理者が購入または調達した指定管理者の所有となる備品等は、指定管理者の責任で撤

去すること。 
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３４ 業務報告の聴取等 

久留米市は、公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対して、その管理の業務及

び経理の状況に関し、報告を求め、実施について調査し、または必要な指示を行う。（久留米

市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第８条） 

 

３５ 監査 

久留米市または久留米市監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う施設の管理運営

業務に係る出納その他の事務について監査を行うことができる。 

 

３６ 適格請求書（インボイス）の発行事業者の登録 

消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）に対応するため、適格請求書（インボイ

ス）の発行事業者の登録を行うこと。また、適格請求書（インボイス）の発行に伴い、発行し

たインボイスの保存等の事務に対応すること。 

 

３７ その他 

（１）管理業務を行うにあたり、物品の調達等を行う場合は、久留米市内の企業等の積極的な活用

に努めること。 

（２）その他、この仕様書に定める事項について疑義が生じた場合は、市及び指定管理者の双方で

協議を行い決定するものとする。 
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業務の範囲の細目 

業務名 業務内容 

（１）施設の管理業務に関すること 

 ①施設の維持

管理に関す

る業務 

ア 電気設備、空調設備、消防設備、自動ドア、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）、

建物警備等の日常的な動作確認等点検。 

・稼動不良、点灯不良や異音の有無について、目視等による点検を実施すること。 

・日常点検により不良箇所が判明した場合は、速やかに下表のそれぞれの施設、

設備を担当する業者への連絡及び対応を行うこと。 

種   別 担当業者 連絡先 

施設一般、排水設備 

建具関連、電気設備 

消防設備、空調設備 

自動ドア、建物警備 

株式会社ティー

ティーエス企画 

本社 

０９４８－８２－４９３６ 

現場事務所 

０８０－４３１４－５７１０ 

ＡＥＤ 

久留米市 ３０－９０６４ 

株式会社キシヤ

(緊急時のみ) 
３０－５１９１ 

・上記担当業者の変更が判明した場合は、市から指定管理者へ遅滞なく連絡を行

う。 

イ 備品等の日常的な動作確認等点検及び消耗品の補充 

・稼動不良や異音の有無について、目視等による点検を実施すること。 

・日常点検により不良箇所が判明した場合は、速やかに保守管理者への連絡及び

対応を行うこと。 

・追加消耗品が必要なものについては、残存状況の確認を行い、必要な場合は補

充すること。 

ウ 清掃 

別紙１「くるめりあ六ツ門６階平面図」に示す占有面積部分・廊下等共用面積部

分についての清掃。 

（ア）日常清掃（占有面積部分） 

・会議室、セミナー室、交流スペース、作業室、受付カウンター内の床清掃、

自動ドア及び窓ガラスの清掃、ロッカー室の清掃 

・ゴミの分別（可燃物・不燃物・資源ごみ等）及びゴミ出し 

別表１ 
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業務名 業務内容 

（イ）定期清掃 

 

（ウ）共用面積部分の清掃 

・共用面積部分の必要な清掃については、近隣施設との協力により実施するこ

と。 

 

清掃箇所 清掃内容 備考欄 

1 
受付・事務室、 

情報展示 

１．床面の除塵 

２．ガラス面及び扉等の拭き上

げ 

7箇所各所 

5月、7月、11月、1

月の計 4回 

2 セミナー室１ 
１．床面の除塵 

２．机、イス、扉等の拭き上げ 

3 セミナー室２ 
１．床面の除塵 

２．机、イス、扉等の拭き上げ 

4 作業室 １．床面の除塵 

5 交流スペース 
１．床面の除塵 

２．机、イス等の拭き上げ 

6 会議室１ 
１．床面の除塵 

２．机、イス、扉等の拭き上げ 

7 会議室２ 
１．床面の除塵 

２．机、イス、扉等の拭き上げ 

清掃箇所 清掃内容 備考欄 

1 
受付・事務室、情

報展示 

１．床面の除塵 

２．除塵後、カーペットの洗浄 

各所 年 2回 

(9月、3月) 

2 セミナー室１ 

3 セミナー室２ 

4 作業室 

5 交流スペース 

6 会議室１ 

7 会議室２ 

清掃箇所 清掃内容 備考欄 

エアコン フィルターの除塵 
12箇所  

年 4回（3 ヶ月に１回程度） 
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業務名 業務内容 

エ 施設警備（開錠・施錠） 

・開閉館時に、施設の開錠、施錠を行うこと。なお、閉館時の施錠は、必ず施設

内に人がいないことを確認した上で行うこと。くるめりあ六ツ門６階フロアの

開錠、施錠が必要な場合も同様とする。 

・従事者が、施設が入居する建物に入館、退館するときは警備への手続きを経る

こと。 

・夜間及び休館日の警備は、施設が入居する建物の管理責任者の機械警備による

ものとする。 

・有事の際や緊急時に対応するため、連絡体制表を作成すること。 

オ 施設の防火管理 

・施設の防火管理を行うこと。 

・施設が入居する建物の消防計画等に従うこと。 

・施設が入居する建物の防火管理者等が実施する防災訓練等には必ず参加するこ

と。 

 ②施設の提供

に関する業

務 

セミナー室、会議室、交流スペース及び附属設備（以下「会議室等」という。）、

並びに備品等の利用許可及び不許可等に関しては、久留米市市民活動サポートセ

ンター条例（以下「センター条例」という。）及び同施行規則（以下「施行規則」

という。）に基づき、別紙５「施設使用許可等に関する事務フロー図」及び別紙

６「備品等利用に関する事務フロー図」を参考に業務を行う。 

ア 会議室等利用の計画的管理、調整 

・使用競合によるトラブルが極力ないように事務を行うこと。 

イ 会議室等利用の予約・使用申込みの受付 

・受付簿への記入 

ウ 使用許可申請書の受理、使用許可書の発行等 

・会議室等利用の申込みについては、所定の申請書を使用し、使用目的が適切か

を判断し、許可書を発行すること。 

・使用許可申請書（施行規則第１号様式）、使用変更・中止申請書（施行規則第

５号様式）の受付 

 ・使用許可等番号管理簿への記入 

・許可書（施行規則第３号様式）、使用変更・中止許可書（施行規則第６号様式）

の発行 

・不許可の通知。なお、利用の不許可はセンター条例の定める範囲内とする。 

・使用上の注意等の説明、使用後の確認。 

・使用許可の判断にあたっては、必要に応じ市の指示を受けること。 

エ 利用料金の減免、収受並びに還付等 

・センター条例及び施行規則に基づき、別紙５及び別紙６の各フロー図を参考に

下記の業務を行う。 

・減免申請書の受付（施行規則第７号様式） 

・使用許可等番号管理簿記入 
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業務名 業務内容 

・減免決定書の発行（施行規則第８号様式） 

・使用料金の収受及び還付 

・領収書の発行 

オ 附属設備、備品等の管理、貸出し、操作説明等 

・附属設備、備品等については、常に適正な管理を行い、利用者に対し操作等に

ついて適切な説明を行うこと。 

・附属設備のうち事務機については、フルカラー複写機、デジタル印刷機、ポス

タープリンターを提供し、利用料金を徴収すること。また、自動丁合機及び紙

折り機を無償で提供すること。（参考：別紙２） 

カ 施設見学者等の対応 

・施設の設置目的、機能、サービス、利用方法に関して、窓口または電話等によ

り丁寧に説明を行うこと。 

・資料等の作成、紹介及び配布を行うこと。 

キ その他支障なく施設の提供が行えるような措置を講ずること 

・センター条例違反等に対する使用許可の取消、使用制限等 

・施設内での飲酒や占有的利用等の迷惑行為を行う者の入場制限、退場命令等 

・施設利用者の持ち込みゴミの持ち帰り推進 

・貸室の使用許可を受けた者が利用できる Wi-Fiの提供 

（２）事業の運営業務に関すること 

市民活動の活性化を図りながら協働のまちづくりを推進するため、社会情勢や市の施策に沿った事

業を企画・実施すること。 

また、人口減少の加速、社会全体の担い手不足などが懸念されるなか、あらゆる主体間の連携がま

すます重要になってくることに鑑み、多様な主体（市民や市民公益活動団体、地域コミュニティ組織、

事業者、市）がそれぞれに連携できるよう、ネットワークづくりを促進する取り組みを企画・実施す

ること。 

 ①市民活動に

ついての情

報収集及び

提供に関す

る業務 

ア 市民活動並びに市民活動を支援、促進する機関に関する各種資料の収集、整理

掲示及び配架 

・マスコミ、インターネット、チラシ等の媒体を用いた情報の収集 

・収集した情報のスクラップや一覧表作成、ファイリング等、利用者向けの情報

提供資料を作成し掲示板等への掲示や相談時の資料として活用（常時公開） 

・メールマガジンの編集、作成（毎月１回以上） 

・地域コミュニティ組織の広報紙等のファイリング及び活用 

イ 図書等を閲覧に供すること及び図書等の貸し出し管理 

・別紙２中の定期購読誌等の購入 

・その他の市民活動に関する図書の選書及び購入 

・購入・寄附書籍等のナンバリング、ラベルの作成及び貼り付け 

・図書台帳への記載、蔵書点検 

・書架の整理 
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業務名 業務内容 

ウ ボランティア募集に関する情報収集、情報発信、情報の整理 

エ 市ボランティア情報ネットワーク（ＨＰ）への市民公益活動団体情報の掲載 

・市ボランティア情報ネットワーク（ＨＰ）への団体情報等の掲載依頼、変更依

頼受付 

・市ボランティア情報ネットワーク（ＨＰ）掲載団体情報の管理 

オ 施設の周知及び利用促進に関する業務 

・来場者、利用団体へのパンフレット等の配布による周知（イベント時、その他

随時） 

・ＨＰ、ＳＮＳ等を利用した周知等 

・その他の周知、利用促進を図る事業の実施 

 ②市民活動に

ついての相

談に関する

業務 

ア 窓口または電話等による市民活動に関する相談 

・市民公益活動団体の設立、運営に関する相談 

・市民公益活動団体の資金調達等に関する相談 

・市民公益活動団体と多様な主体との連携に関する相談 

・市民活動に関する ICT・DX推進の相談 

・その他、市民活動に関する相談 

イ 市民活動に関する日々のコーディネート業務 

・市民公益活動団体の紹介等（活動参加、講座の講師等） 

・ボランティア活動希望者とボランティア募集者とのコーディネート 

・市民公益活動団体への個人の紹介（本人の希望がある場合） 

・市民公益活動団体と個人間の調整（必要がある場合） 

 ③市民活動に

関する講座

等の実施 

ア 市民活動に関する講座等の開催（年７回程度） 

・市民活動入門講座、ＮＰＯ講座等の開催 

・市民公益活動団体の運営基盤の強化、スキルアップを図る講座等の開催 

・市民公益活動団体を支える人材育成に関する講座等の開催 

 ④市民活動に

ついての啓

発及び促進

に関する業

務 

ア 市民活動フォーラムの実施（年１回） 

 ・市民活動に関心・関わりが薄い人が市民活動を知る場となる講演会等の実施 

イ 市民活動の参画を促す事業の実施（年５回程度） 

 ・市民活動への参画を促し、市民活動の裾野拡大を図る事業の実施 

ウ マスメディアやＳＮＳ、紙媒体等を活用した市民活動の啓発促進に関する情報

発信（年４回以上） 

 ・市民活動団体の活動内容の広報周知や、市民活動に関係が深い社会課題等の情

報発信（デジタルデータでの作成をしたうえで、多様な世代に対応するため、

紙媒体も併せて発行） 

 

 ⑤市民公益活

動団体と多

様な主体間

ア 市民公益活動団体と多様な主体との連携を促進するための交流会等の実施(年

２回程度) 

イ 市民公益活動団体相互の連携を促進するための交流会等の実施(年５回程度) 
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業務名 業務内容 

の連携・交流

及びコーデ

ィネートに

関する業務 

ウ 分野ごとのネットワークづくりをリードしていく団体の育成 

エ 市民公益活動団体と多様な主体間のコーディネート 

 ⑥新たな市民

活動につい

ての調査及

び研究に関

する業務 

・先進的な取り組みを行っている他自治体センターの情報収集の実施 

・新たな市民活動に関する調査・研究を行い、その調査・研究をセンターの管

理運営業務にいかすとともに、市に報告を行い、必要に応じて市との意見交

換を行うこと（年１回程度） 

 ⑦市民活動に

ついての災

害等緊急対

応に関する

業務 

・ボランティア及び市民公益活動団体等の情報収集や連絡体制づくり 

・市及び社会福祉協議会、災害復興支援を行う NPO 団体等との災害支援等に関

する連携 

・災害ボランティア講座の実施 

・災害ボランティアセンターが市や近隣自治体に設置された場合は、災害ボラ

ンティアセンターとの連携のもと業務を実施 

 ⑧入居建物内

の他施設と

の連絡・調

整・事業連携

に関する業

務 

・効果的な施設運営のための近隣施設との良好な関係づくり 

・他施設との事業連携による効果的な施設運営（ＰＲや利用促進）の実施 

（３）支払義務者が指定管理者となっている契約の支払に関する業務 

  ・別紙２中、指定管理料に含まれている支払金額を相手方の請求に基づき、指

定期日までに支払うこと 

（４）利用統計、会計等事務に関する業務 

  ・収入、支出の内容、相手方及び金額を管理し、確認することが可能な帳票の

作成 

・施設の利用統計、利用料金統計、減免件数及び金額統計が作成可能な帳票の

作成 

（５）その他施設の管理運営に関すること 

  ・多機能トイレからの非常連絡への対応 

・複合建物の入居者として善良な施設の管理運営を行うこと 

（６）その他 

 ①管理運営業

務開始日前

の指定管理

者の準備行

為 

ア 令和６年２月中旬までの間    

（ア）施設の把握及び従事者の採用等 

・この期間中は、施設の内容把握を行うとともに、従事者の採用等を行う。 

（イ）備品等の発注 

・指定管理者の負担で用意しなければならない備品、消耗品類、薬品、その他
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業務名 業務内容 

業務に必要なものの発注を行う。  

イ 令和６年２月中旬から３月末日までの間 

（ア）従事者研修等の実施 

・人権研修（男女平等に関する研修を含む。）、接遇研修、個人情報保護・情報

公開に関する研修等、従事者に対して各種研修を行うなど、積極的に運営に

関する準備を行わなければならない。 

（イ）業務引き継ぎ 

・現在の指定管理者より、円滑な管理運営に必要な業務引継ぎを受けなければ

ならない。 

・次期指定管理者へ円滑な管理運営に必要な業務引継ぎを行わなければならな

い。指定管理者として使用していた管理データ、ファイルの引継ぎについて

も同様とする。 

（ウ）備品等の据付等 

・備品、消耗品類、薬品、その他業務に必要なものの据付、準備が完了してお

かなければならない。 

ウ 指定開始日前の施設利用について 

・従事者研修等により、指定開始日に先立ち施設を使用するときは、市に対し

て利用の申し出を行うこと。 

 



（社）久留米市広域勤

労者福祉サービスセン

交流スペース

167.47㎡

給湯室3.63㎡

高等教育ｺﾝｿｰｼｱ

ﾑ久留米

くるめりあ六ツ門６階平面図

（公財）久留米観光コ

ンベンション国際交流

協会（KTIE）事務室
240.79㎡

KTIEミーティングスペース
56.00㎡

KTIE国際サロン
32.00㎡

KTIE倉庫
23.63㎡

久留米市市民活動サポートセンターみんくる占有部分

内訳 ： 受付カウンター・情報展示スペース 174.32㎡

セミナー室１・セミナー室２ 89.6㎡
作業室・ロッカー 44.62㎡
交流スペース 167.47㎡、給湯室 3.63㎡

セミナー室２

49.54㎡

セミナー室１

40.06㎡

久留米市市民活動サポートセンター

受付カウンター・情報展示スペース

174.32㎡

作業室・ﾛｯｶｰ

44.62㎡

会議室１・会議室２

126.47㎡

共用部分

６０６．１１㎡

別紙１



管理運営に係る経費の負担及び支払い業務

No. 経費 契約内容 追加消耗品 契約主体者 支払義務者 契約の相手 参考金額

1
パソコン機器借上料

または購入費
センター職員PC 指定管理者 指定管理者

（初年度購入金額）341,661円
≒1年当たり68,332円（3台分）

2
パソコン機器借上料

または購入費
貸出用ノートブックPC　３台 指定管理者 指定管理者

（リース料） 年額133,320円
※現行4台分

3
事務用機器類借上料

または購入費
ポスタープリンター１台

ポスタープリンタ用
紙

指定管理者 指定管理者

（リース料） 年額52,310円
（追加消耗品）
・ポスプリ感熱紙等
年額70,000円程度

4 事務用機器類借上料 デジタル印刷機 インク等 指定管理者 指定管理者

（リース料） 年額139,000円
（追加消耗品）
・インク等
年額100,000円程度

5 事務用機器類借上料
フルカラー複写機１台
保守及び消耗品の供給含む
（カウンター料）

指定管理者 指定管理者
白黒2.5円／枚、フルカラー17.5円／枚
年額266,007円(R3年度決算ﾍﾞｰｽ)
※ソート機能なし

6 事務用機器類借上料 自動丁合機　１台 指定管理者 指定管理者 （リース料）年額109,560円

7 事務用機器類借上料 紙折り機　１台 指定管理者 指定管理者 （リース料）年額 65,340円

助成金応募ガイド
財団法人助成財団セン
ター

２，５００円/年
※金額は変更される場合有

その他 内容は任意 月額５，０００円程度

9 電話料金 センター設置の電話２回線
ＦａＸロールフィル
ム

指定管理者 指定管理者 ソフトバンク（株） 年額95,615円(R３年度決算ﾍﾞｰｽ)

10 インターネット通信費 光ケーブルによるインターネット通信 指定管理者 指定管理者 BBIQ 年額69,960円(R３年度決算ﾍﾞｰｽ)

11 インターネット通信費 光ケーブルによるインターネット通信 指定管理者 指定管理者 BBIQ 年額52,800円(R３年度決算ﾍﾞｰｽ)

12 インターネットその他 Zoomミーティング、Zoomウェビナー利用料 指定管理者 指定管理者 Zoom 年間81,290円（R3年度決算ベース）

13 水道料金 施設の水道使用料 市 市 ㈱ティーティーエス企画

14 下水道使用料 施設の下水道使用料 市 市 ㈱ティーティーエス企画

15 電気料金 施設の電気料金 市 市 ㈱ティーティーエス企画

16 家賃及び共益費
施設の賃借料及び施設の維持管理等に
要する共益費

市 市 ㈱ティーティーエス企画

17 その他の経費 指定管理者 指定管理者

※指定管理者が独自に契約する場合は、契約期間が指定管理期間満了日を越えないようにしてください。

定期講読誌購入費8

※留意事項
（No.1）業務に必要なパソコン等の事務用備品を準備すること。
（No.3）・（No.4）・（No.5） ポスタープリンター、デジタル印刷機、フルカラー複写機については、利用者も利用できるものとする。（利用料と連動）
（No.5）フルカラー複写機1台には、ソート機能等の必要な機能を追加すること。

別紙２



貸与備品リスト

設置場所 品名・規格

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 案内板　ｺｸﾖGB-63sawNNﾎﾜｲﾄ

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 スタッキングチェア　ﾁﾄｾ　LTS-150-V

会議室 ホワイトボード　大陽工業　HTS-36(片面）　キャスター付

会議室 演台　ＥＤＮ-６００Ｄ

会議室 案内板　ｺｸﾖGB-63sawNNﾎﾜｲﾄ

セミナー室 展示パネル　ｺｸﾖ　SNP-E63MN　ｲﾍﾞﾝﾄﾊﾟﾈﾙ

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

セミナー室 会議テーブル　ﾌﾟﾗｽ　FR-512　90-404　天板無

セミナー室 会議テーブル　ﾌﾟﾗｽ　FR-512　90-405　天板有

セミナー室 会議テーブル　ﾌﾟﾗｽ　FR-512　90-405　天板有

セミナー室 会議テーブル　ﾌﾟﾗｽ　FR-512　90-405　天板有

セミナー室 ホワイトボード　大陽工業　HTS-36(片面）　キャスター付

セミナー室 書架　縦型５段（９０*４０*１８０）

セミナー室 保管庫　ガラス引き戸付コクヨ（88＊52＊88）

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

別紙３
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交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

交流スペース ホワイトボード　大陽工業　HTS-36(片面）　キャスター付

交流スペース ホワイトボード　大陽工業　HTS-36(片面）　キャスター付

交流スペース ホワイトボード　大陽工業　HTS-36(片面）　キャスター付

交流スペース 案内板　ｺｸﾖGB-63sawNNﾎﾜｲﾄ

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 折りたたみイス　コクヨーＣＦ－1ＢＮ（ブルー）

交流スペース 展示パネル　ｺｸﾖ　SN-PB0918W　ﾊﾟﾝﾁﾝｸﾞﾊﾟﾈﾙ

交流スペース ミーティングテーブル　KSS-1845-NW  幕板無し

交流スペース 展示パネル　ｺｸﾖ　SN-PB0918W　ﾊﾟﾝﾁﾝｸﾞﾊﾟﾈﾙ

非常口 事務イス　ﾌﾟﾗｽ　KB-802SL

非常口 折りたたみイス　ｺｸﾖ CF-100J2C2N

非常口 折りたたみイス　ｺｸﾖ CF-100J2C2N

非常口 折りたたみイス　ｺｸﾖ CF-100J2C2N

非常口 回転イス　ｺｸﾖ CR-G183F6JAB3-V

非常口 回転イス　ｺｸﾖ CR-G183F6JAB3-V

非常口 回転イス　ｺｸﾖ CR-G183F6JAB3-V
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非常口 回転イス　ｺｸﾖ CR-G182F6JAB3-V

非常口 回転イス　ｺｸﾖ CR-G182F6JAB3-V

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 折りたたみイス　ｳﾁﾀﾞ　6-130-0484　ﾌﾞﾙｰ

非常口 スタッキングチェア　ｲﾄｰｷ KLT-210DF-B7

非常口 スタッキングチェア　ｲﾄｰｷ KLT-210DF-B7

非常口 スタッキングチェア　ｲﾄｰｷ KLT-210DF-B7

非常口 スタッキングチェア　ｱｲﾘｽﾁﾄｾ　LTS-110Z-BL

受付 ローカウンター　ｵｶﾑﾗ　4G47ZH-MB51

受付 回転イス　ﾌﾟﾗｽ　KC-121SL

受付 回転イス　ｺｸﾖ CR-G183F6JAB3-V

受付 カウンター　ｺｸﾖ　CO-LEW5(F1-P81N)　車椅子対応

受付 カウンター　ｺｸﾖ　CO-LEW5(F1-P81N)　車椅子対応

受付 カウンター　ｺｸﾖ　CO-LEW5(F1-P81N)　車椅子対応

受付 カウンター　ｺｸﾖ　CO-LEW5(F1-P81N)　車椅子対応

作業室 事務イス　ﾌﾟﾗｽ　KC-802121SL

作業室 事務イス　ﾌﾟﾗｽ　KC-802121SL

作業室 事務イス　ﾌﾟﾗｽ　KC-802121SL

作業室 物品収納棚　ﾗｲｵﾝ　MB-724PT　ﾒｰﾙﾎﾞｯｸｽ

作業室 物品収納棚　ﾗｲｵﾝ　MB-724PT　ﾒｰﾙﾎﾞｯｸｽ

作業室 ロッカー　ﾗｲｵﾝ VGR-10MLC　ﾒｰﾙ付き

作業室 ロッカー　ﾗｲｵﾝ VGR-10MLC　ﾒｰﾙ付き

作業室 ロッカー　ﾗｲｵﾝ VGR-10MLC　ﾒｰﾙ付き

作業室 ロッカー　ﾗｲｵﾝ VGR-10MLC　ﾒｰﾙ付き

作業室 ロッカー　ﾗｲｵﾝ VGR-10MLC　ﾒｰﾙ付き

作業室ドア前 ミーティングテーブル　ﾗｲｵﾝ　5965

自動ドア前 ＯＡデスク　ﾌﾟﾗｽ　TK-129WT
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スタッフルーム ロッカー　ｺｸﾖ LK-4F2

ロビー 書類キャビネット　ZIM  ZIPPER ｽﾁｰﾙ製

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー ロビーチェア　ｺｸﾖ CK-M2020　交流ｽﾍﾟｰｽ用

ロビー 回転イス　ｺｸﾖ CK-101(布)J769

ロビー 回転イス　ｺｸﾖ CK-101(布)J769

ロビー 回転イス　ｺｸﾖ CK-101(布)J769

ロビー 回転イス　ｺｸﾖ CK-101(布)J769

ロビー 回転イス　ｺｸﾖ CK-101(布)J769

ロビー 回転イス　ｺｸﾖ CK-101(布)J769

ロビー 回転イス　ｺｸﾖ CK-101(布)J769

ロビー 回転イス　ｺｸﾖ CK-101(布)J769

ロビー 作業テーブル　ﾗｲｵﾝ NL-2110GT399-21

ロビー 車イス　ﾏｷﾗｲﾌﾃｯｸ　KS-50-4043GC

その他 パンフレットケース　ﾗｲｵﾝ　NA4A-2321T

その他 保管庫　ｲﾄｰｷ　HFM-108RS-WE

その他 書架　横型２段６列（１４９*３４*９０）

その他 パンフレットスタンド　YS-66

その他 パンフレットスタンド　YS-66

その他 カタログスタンド　ﾌﾟﾗｽ　EA-301

その他 カタログスタンド　ﾌﾟﾗｽ　EA-301

その他 アンプ　TOA社　WA-1812　ﾜｲﾔﾚｽ

その他 シュレッダー　ｺｸﾖ KPS-M35X

その他 10.2インチiPad Wi-Fi 32GB-シルバー

その他 10.2インチiPad Wi-Fi 32GB-シルバー

その他 10.2インチiPad 32GB

その他 10.2インチiPad 32GB

その他 プロジェクター装置　NEC　VT671J

その他 プロジェクター装置　EPSON EB-960W



リスク分担表

○

項　　目 内　　　容

金利変動 金利の変動に伴う経費の増 ○

※ただし、本表に定める事項で疑義がある場合または本表に定めのないものについては、市と指定管理者が協議の上決
定します。

負担者

市 指定管理者

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増

上記以外の事項 ○

周辺地域・住民への対応 ○

地域との協調 ○

指定管理者自身に影響を及ぼす法令変更 ○

指定管理業務の内容に対する住民及び利用者からの苦情、訴訟、
要望への対応

法令の変更
施設管理・運営に大きな影響を及ぼす法令変更 協議により定める

一般的な税制変更 ○
税制度の変更

施設管理・運営に大きな影響を及ぼす税制変更 協議により定める

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、高潮、落雷、地震、地すべり、落
盤、火災、戦乱、内乱、テロ、暴動、感染症の流行等市または指
定管理者のいずれの責めにも帰すことのできない自然的または人
為的な現象）に伴う施設・設備の復旧経費及び業務履行不能
（※１参照）

○ ○

政治、行政的な理由によ
る事業変更

政治・行政的理由により、施設管理・運営業務の継続に支障が生
じた場合、または指定管理業務の内容変更を余儀なくされた場合
の経費及びその後の当該事情による増加経費負担

協議により定める

不可抗力
※１
・市が負担する費用は合理性が認められる範囲とする。
・指定管理者が付保した保険によりてん補された金額相当分につ
いては、市の負担に含まない。
・建物や設備が復旧困難な被害を受けた場合は、協定を解除しま
す。

指定管理者から業者等への支払遅延によって生じた事由 ○
資金調達

市から指定管理者への支払遅延によって生じた事由 ○

指定管理者が作成した書類等の内容の誤りによるもの ○
書類の瑕疵

仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○

上記以外の経年劣化、第三者行為で相手が特定できないもの等 ○

施設・設備の損傷
施設・設備の設計・構造上の原因によるもの ○

指定管理者の故意または過失によるもの ○

○

施設・設備・備品の修
繕・改修等

指定管理者で設置した備品及び日常的な管理で必要となる部品や
消耗品 ○

上記以外の経年劣化による修繕・改修

利用者の個人情報の外部への流出（市の責めに帰すべき事由によ
るもの） ○

個人情報の流出

利用者の個人情報の外部への流出（指定管理者の責めに帰すべき
事由によるもの） ○

上記以外のもの ○
第三者への賠償

指定管理者が行う業務に起因する事故等に関するもの ○

事業終了時の費用
指定管理期間が終了した場合または期間中途における業務を廃止
した場合における事業者の撤収費用 ○

セキュリティ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生等 ○

資料等の損傷
管理者としての注意義務を怠ったことによるもの ○

上記以外の事由によるもの ○
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施設使用許可等に関する事務フロー図

①使用料徴収
②領収書発行

B 電話予約

①受付簿に仮記入

３日以内に

申請書提出のない場合

受付簿より削除→終了

C ＦＡＸ（申請書）

該当する

該当しない

団体・代表者名、連

絡先、使用目的、使

用人数を確認

①受付簿記入
②申請書／様式第１号受付
（減免申請書／様式第７号）
③申請内容の審査

許可する

許可しない

該当しない旨、口頭にて伝える→終了

不許可の旨連絡する→終了

●変更する場合
①受付簿の削除・変更後の内容に修正
②使用変更・中止申請書／様式第５号受付
③使用変更・中止許可書／様式第６号作成
④使用許可等番号管理簿記入

●中止する場合
①受付簿の削除・変更後の内容に修正
②使用変更・中止申請書／様式第５号受付
③使用変更・中止許可書／様式第６号作成
④使用許可等番号管理簿記入

①使用変更・中止許可書／様式第６号交付
②使用許可等番号管理簿記入
③還付（指定口座へ）

①使用変更・中止許可書／様式第６号交付
②使用料徴収
③領収書発行

終

了

申込み受付時 使用当日まで

①受付簿削除
②使用許可等番号管理簿記入
（使用許可番号の「取消」の
部分を囲む）

①許可書／様式第３号発行
（減免決定書／様式第８号）
②使用許可等番号管理簿記入

入
金
あ
り

入
金
な
し

A 来場予約

①受付簿記入
②申請書／様式第１号受付
（減免申請書／様式第７号）
③申請内容の審査

許可しない→終了

許可する

変更前の料金＞変更後の料金

変更前の料金＜変更後の料金

差額の全額還付

差額の半額還付

還付なし

使用日の30日前まで

使用日の7日前まで

使用日の当日から
６日前まで

差額を
徴収
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備品等利用に関する事務フロー図

予約受付
利用目的、予約備品、予約時
間、利用者数、団体名の確認

利用可

利用不可 お断り

受付簿記入

申込み受付時 当日受付時 利用後

①受付簿の確認
②開始前利用備品カウンタ確認
③利用上の注意

①利用備品の状態確認
②利用後のカウンタ確認
③料金計算
④料金徴収・領収書発行

①受付簿の確認
②利用上の注意 ①利用備品の状態確認

無料備品

有料備品
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第１章 モニタリングの基本的な考え方          

１ モニタリングの目的 

 

モニタリングという言葉は、従来、環境汚染、医療や金融関係などでよく使われ、「調

査・監視・評価」といった意味を持っています。行政活動の分野では、ＰＦＩ事業の中で、

「公共サービスの水準を監視する行為」と定義されています。 

指定管理者制度においては、かかる指定管理者による公共サービスの履行に関し、条例、

規則及び協定書等に従い、適切かつ確実な公共サービスが実施されているかを確認すると

同時に、市が示した要求サービス水準を満たしているかを監視する手段として、モニタリ

ングを実施します。継続的、安定的にサービスを提供することが可能であるかを監視し、

必要に応じ改善に向けた指導・助言を行い、管理運営の継続が適当でない等と認めるとき

は指定の取消し等を行う一連の仕組み（ＰＤＣＡサイクル）づくりの上で重要となるもの

です。 

こうしたモニタリングが適切に実施されない場合、重大な事故や事件の発生、指定管理

者が実施する事業やその組織自体の破綻等のリスクの予兆を見過ごすこととなり、そのよ

うなリスクが顕在化すると、施設の管理運営を継続できなくなるという事態が発生する可

能性があります。また、そうした事態に至らなくても、コスト削減を重視するあまりに公

共サービスの水準が低下したり、管理運営が適切でないために結果としてコストが高くな

ったりする可能性もあります。 

このように、特定の団体に公の施設の管理運営を任せる指定管理者制度において、適切

で効果的なモニタリングを実施することは、制度の安定的運用に欠かすことのできない重

要なものとなります。 
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２ モニタリング実施にあたってのポイント 

 

本市のモニタリングを実施するにあたっては、公の施設の管理運営を通じた公共サー

ビスの水準の確保や安全性、継続性を担保する観点から、次のポイントに留意する必要

があります。 

 

 

（１）要求サービス水準の明確化 

市が指定管理者に対して求めるサービスの水準については、市が定める募集要項や

仕様書の内容（業務内容や自主事業の許容範囲等）のほか、指定管理者が提出する事

業計画書の内容も踏まえ、できるだけ明確に規定します。この要求サービス水準を曖

昧にすると、モニタリングが機能しにくくなる可能性があります。 

 

 

（２）モニタリングに関する役割分担 

指定管理者は、日常的に独自の業務チェックによる業務改善に取組む必要がありま

す。一方、市は現場感覚と客観性とを持ちつつ、公共サービスの水準を維持するため

の監視の視点でモニタリングを行う必要があります。 

 

 

（３）定期的・継続的なモニタリングの実施 

市はモニタリングを定期的・継続的に行い、モニタリングを基にした管理運営改善

のフィードバックを繰り返すことで、公の施設の管理運営を通じた公共サービス水準

を維持するサイクルを作る必要があります。 

 

 

（４）モニタリングの枠組みの明確化 

市は、モニタリングの項目・手法等について、施設の性質等に留意し、協定の締結

前に必要十分なモニタリングの枠組みを予め設計し、明確にしておく必要があります。 
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（５）公共サービスの継続的、安定的提供の確保 

モニタリングでは、指定管理者による管理運営に際して、事業の収支状況等を確認

し、サービスの中断や事業の頓挫を未然に防止し、適正な公共サービスの継続的・安

定的提供を確保する必要があります。 

 

 

 （６）改善・指導等の実施 

市は、モニタリングを実施していく中で、適正なサービス水準の確保や継続的、安

定的なサービスが提供できないと判断される場合には、必要に応じた対策をとり、達

成できなければ指定の取消し等も視野に入れた改善指示を行う必要があります。 

 

 

 （７）モニタリング結果の公表 

市は、指定管理者が管理運営を行っている公の施設で提供されているサービスの状

況について、モニタリング結果を公表することで、透明性を高め、市民や使用者に対

する説明責任を果たす必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モニタリングの概念図 

公の施設 
公共サービスの提供 

指定管理者 

市 

市民 

利用者 
独自の業務チェック＆業務改善 

結果公表 

モニタリング 

定期的 

継続的 
改善指示 

モニタリング枠組みの明確化 

要求サービス水準の明確化 
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３ 法令・協定書等との関係 

 

地方自治法や条例において、市は、①指定管理者に毎年度終了後に事業報告書を提出さ

せなければならないほか、業務や経理の状況に関し、報告を求め、実地調査や指示を行い、

②指示に従わないとき等には指定の取消し等を行うことができると定められています。 

このように地方自治法や市条例等によって定められた事項について、本マニュアルでは、

具体的な運用方法等について解説します。 

 

※関係条文（抜粋） 

【地方自治法】 

第２４４条の２（公の施設の設置、管理及び廃止） 

７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成し、当該公

の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。 

１０ 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を期するため、指

定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な

指示をすることができる。 

１１ 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理者による管理を継

続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は

一部の停止を命ずることができる。 

 

【久留米市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例】 

第７条（事業報告書の作成及び提出） 指定管理者は、毎年度終了後、市長等が定める期間内に、その管理す

る公の施設に関して次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、市長等に提出しなければならない。

ただし、年度の途中において第９条第１項の規定により指定を取り消されたときは、その取り消された日

から市長等が定める期間内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

（１） 管理業務の実施状況及び利用状況 

（２） 使用料又は利用に係る料金の収入の実績 

（３） 管理に係る経費の収支状況 

（４） 前３号に掲げるもののほか、管理の実態を把握するために市長等が特に必要と認める事項 

第８条（業務報告の聴取等） 市長等は、公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対し、その管理

の業務及び経理の状況に関し、定期に又は必要に応じて臨時に報告を求め、実地について調査し、 

又は必要な指示をすることができる。 

第９条（指定の取消し等） 市長等は、指定管理者が前条の指示に従わないとき、その他当該指定管理者の責

めに帰すべき事由により当該指定管理者による管理を継続することができないと認めるときは、その指定

を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 
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第２章 モニタリング項目と実施頻度           

１ モニタリング項目 

 

前章で記した基本的な考え方を踏まえ、市は①業務の履行状況の確認、②サービスの質

に関する確認、③サービス提供の安定性に関する確認、の３つの項目について、モニタリ

ングを実施することとします。 

それぞれについて説明すると、以下の通りです。 

 

（１）業務の履行状況の確認 

仕様書等に定められた業務や当初の事業計画書及び年度毎の事業計画書により予定し

ている事業が適切に実施されているかについて、日報や月報による確認のほか、実地調

査等によって確認します。 

具体的には次の項目があげられます。 

 

①事業、業務の履行状況 

ア）開館日数等 

イ）施設の利用状況（利用者数、稼働率等） 

ウ）事業の実施状況（イベントの開催状況、参加者実績等） 

 

②管理運営における基本的事項 

 ア）業務執行体制 

 イ）書類等の整備、保管状況 

 ウ）市担当との間での連絡調整状況 

 

③会計処理の状況 

 ア）会計書類等の整備、保管状況 

 イ）会計処理体制 

 

④施設の維持管理状況 

ア）保守管理業務の実施状況 

イ）環境衛生業務の実施状況 

ウ）警備・安全業務の実施状況 

エ）外構・植栽管理業務の実施状況 

オ）備品管理の実施状況 

 

｢業務の履行状況の確認｣の概念図 

仕様書の業務 

事業計画書の事業 

日報・月報 

実地調査 

分析・改善検討 

履行状況

の確認 
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（２） サービスの質に関する確認 

指定管理者によって提供されるサービスの水準がどの程度かについて、実地調査や利

用者アンケート等によって確認します。 

具体的には次の項目があげられます。 

 

①基本的事項 

ア）職員の接客態度 

イ）広報の実施状況 

 

②運営業務 

ア）予約、使用許可の状況 

イ）利用者満足度の状況 

ウ）講座やイベントの状況 

エ）クレームへの対応状況 

   オ）情報セキュリティの対応状況 

 

（３） サービス提供の安定性に関する確認 

指定管理者によるサービスの提供が継続的・安定的に提供されているかについて、当

初の事業計画書及び年度毎の事業計画書の見込みと、収支実績との比較により確認しま

す。特に、月報や事業報告書に記載されている収支状況（料金収入の実績、委託料等の

収支状況等）が、自主事業の実施状況も含め応募段階の収支計画とも含めて乖離してい

ないか等を確認する必要があります。 

具体的には次の項目があげられます。 

 

①収入の状況 

ア）指定管理料の実績 

イ）利用料金収入の実績 

ウ）事業収入の実績 

 

  ②支出の状況 

ア）人件費 

イ）物件費 

ウ）その他経費 

 

  ③自主事業に係る収支の状況 

ア）事業に係る収入実績 

イ）事業に係る支出実績 

｢サービスの質に関する確認｣の概念図 

｢サービス提供の安定性に関する確認｣の概念図 

分析・改善検討 

収支計画 収支実績 

（月報・事業報告書） 

安定性 

の確認 

分析・改善検討 

指定管理者の 

提供サービス 

市の実地調査 

利用者の声 

質 

の確認 
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また、近年は指定管理者が指定期間中に経営破綻するといった事例も発生しています。 

本来、指定管理者の経営状況については、指定管理者の自己責任といった考え方もあ

りますが、指定後の経営破綻等に伴うリスクを回避するための方策を検討する必要もあ

ります。所管部課が、特に専門的な経営分析が必要と判断した場合には、指定管理者制

度所管課（行財政改革推進課）及び財政課等と協議のうえ、公認会計士等に委託して実

施することとします。 

 

２ モニタリングの時期（頻度） 

 

モニタリングの実施時期や頻度についても、時間やコストが必要以上の負担になった

り、モニタリング自体が目的化することのないよう設計しなければなりません。 

以上のような視点を踏まえ、久留米市では、地方自治法や条例で明記されている事業

報告書を会計年度終了後、指定管理者から提出させるほか、本マニュアルで記すチェッ

クシート等を活用し、四半期毎に定期的なモニタリングを実施します。また、会計年度

終了後には、１年間のモニタリングを総括し、モニタリングレポートを作成することと

します。 

 

３ 要求サービス水準の設定と結果判定 

 

モニタリングを実施する中においては、市が指定管理者に求めるサービスの水準を事

前に設定することが重要となります。具体的には、募集要項・仕様書や事業計画書を踏

まえ、施設の性質に応じて特に重要な項目や内容について、要求サービス水準を予め設

定して、指定管理者側に通知しておきます。また、四半期毎に実施したモニタリング結

果を基に、その達成状況を、前述したモニタリングレポートの中で判定していくことと

します。 
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第３章 モニタリングの手順と資料の整理方法        

 

 前章で示したモニタリング項目と実施の頻度を踏まえ、具体的な手順と資料の整理方法

については以下の通りとします。 

 

１ モニタリングの実施手順 

事業年度を単位として、スケジュールに応じたモニタリングの具体的な実施手順を整理

すると、次の通りです。 

 

（１）毎年度開始前に実施する内容（「事業計画書」の確認） 

指定管理者に対し、年度毎の事業計画書を市が指定する期日までに作成させ、提出

させます。この年度毎の事業計画書の内容が、当初の事業計画書や仕様書などと乖離

していないかを確認します。なお、「事業計画書」を途中で変更しようとする場合には、

市と指定管理者の両者で協議して内容を定めることとします。 

 

（２）四半期毎に実施する内容（「チェックシート」による確認） 

市は、指定管理者が日常的に行う独自の業務チェックと業務改善とは別に、指定管

理者に対し、四半期毎に前章で記したモニタリング項目を踏まえた「チェックシート

①～③」による自己チェックを求め、市が指定する期日までに作成させ、提出させま

す。指定管理者から提出されたこのチェックシートを活用し、市は書類確認や現地確

認のほか、必要な調査等を行いながら、確認していきます。 

こうした確認の結果、市が示した要求水準を満たしていないときは、指定管理者に

対して業務の是正、改善を「改善指示書」を通じて指示するとともに、必要に応じて

改善策をまとめた「改善計画書」の提出を求めます。 

 

（３）毎会計年度終了後に実施する内容（「事業報告書」の確認と「モニタリングレポート」の作成） 

指定管理者に対し、毎年度の終了後、市が指定する期日までに「事業報告書」（事

業報告書は「指定管理者制度運用のガイドライン」に記載されている項目を踏まえて

いれば、任意の様式で構いません。）を作成させ、提出させます。これに対して、当

初及び年度毎の事業計画書の内容と乖離していないか等について、確認するほか、必

要に応じて実地調査等を行い、指定管理者に対して説明を求めます。 

こうした確認や調査等の結果について、要求サービス水準の達成状況を判定した「モ

ニタリングレポート」を作成し、指定管理者に対して通知すると同時に、指定管理者

制度所管課（行財政改革推進課）にその結果を送付します。 
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【モニタリングの年間実施スケジュール】 

 指定管理者 施設所管課 
制度所管課 

（行財政改革推進課） 

Ｘ－１年度 

３月 

Ｘ年度 事業計画書  

当初事業計画書との整合確認 

 

 

Ｘ年度 

第１四半期 

(4～6月） 

 

 

 

 

 

 

第２四半期 

(7～9月） 

第1四半期ﾁｪｯｸｼｰﾄ作成 

（自己チェック） 

 

 

 

履行確認【書類確認・実地調査】 

改善指導等（必要に応じて） 

 

 

 

 

内容確認等（必要に応じて） 

第３四半期 

(10～12月） 

第2四半期ﾁｪｯｸｼｰﾄ作成 

（自己チェック） 

 

 

 

履行確認【書類確認・実地調査】 

改善指導等（必要に応じて） 

 

 

 

 

内容確認等（必要に応じて） 

第４四半期 

(1～3月） 

第3四半期ﾁｪｯｸｼｰﾄ作成 

（自己チェック） 

 

 

 

履行確認【書類確認・実地調査】 

改善指導等（必要に応じて） 

 

 

 

 

内容確認等（必要に応じて） 

Ｘ＋１年度 

第１四半期 

(4～6月） 

 

第4四半期ﾁｪｯｸｼｰﾄ作成 

（自己チェック） 

 

事業報告書作成 

 

 

 

 

 

 

 

履行確認【書類確認・実地調査】 

改善指導等（必要に応じて） 

モニタリングレポート作成 

 

 

 

 

 

 

 

第2四半期 

(7～9月） 

 

 

 

 

 結果集約 

内容確認（必要に応じて） 

モニタリングレポート公表 

※Ｘ年度の指定管理業務を対象として記載 

 

 

 

 

 

提出 
提出 

提出 

提出 

提出 

提出 

提出 

提出 

提出 

通知 

提出 
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（４）管理運営業務の内容が不十分な場合に実施する内容 

指定管理者による管理運営において、以下のような事態が生じた場合は、下図の実

施手順により、改善指導や指定の取り消し、期間を定めて業務の全部又は一部の停止

を命じたりすること検討する必要があります。 

① 市に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだ場合 

② 地方自治法をはじめとする関係法令、条例、規則又は協定の条項を履行せず、

又はこれらに違反した場合 

③ 明らかに違法な使用許可権限を行使した場合 

④ 業務を行うのに必要な資力、信用を欠くに至った場合 

⑤ 管理運営業務の実施に際し不正行為があった場合 

⑥ 管理運営業務の内容や水準が著しく低下して管理運営を継続することが適

当でないと認められる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１段階 

 

 改善指示書  市は「改善指示書」により文書で改善を指示 

 改善計画書  指定管理者は指示に基づき、「改善計画書」を作成、市に提出 

 

 

書類等による確認・必要に応じて現地確認 

 

改善されないとき 

 

第２段階 

 

 改善指示書  市は期限を付して最終的な改善を指示 

 

 

書類等による確認・必要に応じて現地確認 

 

管理運営の継続が不適当 

 

最終段階 

 

 指定取消通知 業務停止命令 条例に基づき指定取消、業務停止の命令 

緊急の場合等 

｢改善指示・指定の取消し等｣の実施手順 

悪質な場合は、第１・第２段階を省

略することも検討します。 
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２ モニタリング資料の整理方法 

モニタリング資料は、施設、年度毎に編纂するようにします。 

具体的には、事業計画書（年度毎の事業計画書を含む）に始まり、四半期毎のチェック

シート、事業報告書、さらには利用者アンケート調査結果等の資料を一覧できるように整

理しておきます。資料の整理方法をイメージで示すと以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△△施設 事業計画書 

△△施設 事業報告書 

△△施設 チェックシート 

△△施設 アンケート結果 

編纂 

※施設の性質によって、整理する資料の種類や量が異なります。 

△△施設 モニタリング 

レポート 

○○年度 

△△施設モニタリング資料綴り 
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３ モニタリングの全体像 

これまでのモニタリングの全体像を整理すると、次の図の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公の施設 

施
設
利
用
者 

制度所管課 

（行財政改革推進課） 

公共サービス 

提供 

 

市（施設所管課） 

設置者の権限行使 

指定管理者の指導監督等 

指定管理者 

施設の管理運営 

（自主事業の実施） 

 

独自の業務チェック 

＆業務改善 

アンケート 

調査等 

苦情・要望等 

支援・調整 

実施確認 

情報共有・提出 

事業計画書・報告書 

チェックシート 

モニタリングレポート 

モニタリング枠組み 

の明確化 

要求サービス水準 

の明確化 

チェックシート 

事業報告書 

事業計画書 

履行確認 

【書類確認・実地調査】 

公表 

モニタリング 

レポート通知 

モニタリング 

レポート 
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モニタリングに関する様式集 

この様式集は、四半期毎に実施しますモニタリング時のチェックシート等の標準的なモ

デルを示しています。施設の性質等によっては、チェック内容が異なる場合もあります

ので、必要に応じてチェック項目の改廃等を行います。 
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第□四半期 

項目 分類 計画（四半期ベース） 実績（四半期ベース） 行政確認（適否） 

事
業
・
業
務
の
履
行
状
況 

開館状況 
開館日数   適 ・ 否 

開館時間   適 ・ 否 

事業 

開催回数 

必須事業   適 ・ 否 

自主事業   適 ・ 否 

事業 

参加者実績 

Ａ事業   適 ・ 否 

Ｂ事業   適 ・ 否 

延べ 

利用者数 

個人利用者数   適 ・ 否 

団体利用者数   適 ・ 否 

事業参加者数   適 ・ 否 

稼働率 

平均   適 ・ 否 

平日   適 ・ 否 

土日祝   適 ・ 否 

 

項目 分類 自己ﾁｪｯｸ 行政確認（適否） 

基
本
事
項 

業務執行体制（緊急時を含む）は明確になっているか  適 ・ 否 

各種記録（日報・月報等）や必要書類は整備、保管されているか  適 ・ 否 

市担当との間での連絡調整は十分であったか  適 ・ 否 

会
計
処
理 

会計書類等 
指定管理業務を区分して記録しているか  適 ・ 否 

会計書類等は適切に整備、保管されているか 
（会計帳簿、決裁書、契約書、請求書、領収書、通帳等） 

 適 ・ 否 

会計処理体制 
会計処理ﾙｰﾙを明確に定め、ﾙｰﾙ通りに処理しているか  適 ・ 否 

会計チェック体制が構築され、機能しているか 
（複数名チェック、決裁手続、会計監査） 

 適 ・ 否 

施
設
の
維
持
管
理
状
況 

保守管理業務 
施設・設備の修繕等は適切に実施されているか  適 ・ 否 

法定点検や検査等は確実に実施されているか  適 ・ 否 

環境衛生業務 
施設全体が清潔に保たれているか（清掃・トイレ用品補給等）  適 ・ 否 

環境に配慮した管理運営がなされているか（廃棄物の分別等）  適 ・ 否 

警備・安全業

務 

避難経路に障害物等はないか  適 ・ 否 

警備機器等は確実に作動するか  適 ・ 否 

外構・植栽管

理業務 

機能・美観が良好な状態に保たれているか（植栽管理等）  適 ・ 否 

利用者に支障をきたす状態で放置されていないか  適 ・ 否 

備品管理業務 備品は適切に保管・管理されているか  適 ・ 否 

チェックシート① 

○○年度 △△施設 業務の履行状況の確認用チェックシート 
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第□四半期 

分類 対象 項目 自己ﾁｪｯｸ 行政確認（適否） 

基
本
的
事
項 

職員の接客態度 

担当者のマナーは良かったか  適 ・ 否 

言葉遣いは適切であったか  適 ・ 否 

担当者及び従事者は名札を着用していたか  適 ・ 否 

服装は清潔であったか  適 ・ 否 

使用者に対する案内や説明は適切であったか  適 ・ 否 

広報の実施状況 

行事開催案内の時期は適切か  適 ・ 否 

施設内の案内等は適切か  適 ・ 否 

ホームページは見易いか  適 ・ 否 

運
営
業
務 

予約、使用許可の

状況 

スムーズに予約できたか  適 ・ 否 

許可証等はスムーズに発行されたか  適 ・ 否 

不適切な不許可を行っていないか  適 ・ 否 

利用者満足度の

状況 

利用者の満足度はどうであったか 

（当初の要求水準をクリアしていたか） 

 

適 ・ 否 

講座やイベント

の状況 

講座やイベント実施時はスムーズな実施ができたか  適 ・ 否 

講座やイベント実施の時期は適切であったか  適 ・ 否 

講座やイベントは満足できたか  適 ・ 否 

クレームへの 

対応状況 

クレーム等に対して適切に対処しているか  

適 ・ 否 

情報セキュリテ

ィの対応状況 

個人情報については適切に管理・保管されているか  適 ・ 否 

情報公開には適切に対応されているか  適 ・ 否 

 

※ サービスの質に関する確認は、抜き打ちの立ち入り検査（講座やイベント等の確認を含

む）や定期的なホームページのチェックのほか、利用者アンケート調査等により確認す

る必要があります。 

 

 

 

 

チェックシート② 

○○年度 △△施設 サービスの質に関する確認用チェックシート 
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第□四半期 

項目 計画（四半期ベース） 実績（四半期ベース） 行政確認（適否） 

通
常
サ
ー
ビ
ス 

収
入
内
訳 

指定管理料   適 ・ 否 

利用料収入   適 ・ 否 

その他収入   適 ・ 否 

収入計   適 ・ 否 

支
出
内
訳 

人件費   適 ・ 否 

物件費   適 ・ 否 

その他経費   適 ・ 否 

支出計   適 ・ 否 

収支（収入－支出）   適 ・ 否 

 

項目 計画（四半期ベース） 実績（四半期ベース） 行政確認（適否） 

自
主
事
業
（
Ａ
） 

収入

内訳 

事業収入   適 ・ 否 

その他収入   適 ・ 否 

収入計   適 ・ 否 

支
出
内
訳 

人件費   適 ・ 否 

物件費   適 ・ 否 

その他経費   適 ・ 否 

支出計   適 ・ 否 

収支（収入－支出）   適 ・ 否 

自
主
事
業
（
Ｂ
） 

収入

内訳 

事業収入   適 ・ 否 

その他収入   適 ・ 否 

収入計   適 ・ 否 

支
出
内
訳 

人件費   適 ・ 否 

物件費   適 ・ 否 

その他経費   適 ・ 否 

支出計   適 ・ 否 

収支（収入－支出）   適 ・ 否 

 

チェックシート③ 

○○年度 △△施設 サービス提供の安定性に関する確認用チェックシート 
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 △△施設をご利用いただきありがとうございます。 

 今後の△△施設の管理運営の参考にさせていただきため、利用者の皆さんのご意見をい

ただきたいと考えていますので、ご協力をお願いいたします。 

                                久留米市△△施設 

Q１ 利用日 （    年  月   日） 

Q２ 何回目の利用ですか？ （ はじめて・    回目 ） 

Q３ △△施設の管理運営についてお尋ねします。該当するところに○で囲んで下さい。 

  また、改善要望などがありましたらご記入ください。 

No. 項目 満足度 改善要望 

１ 利用のしやすさ 

１ 大変満足した 

２ 満足した 

３ どちらともいえない 

４ 不満足 

 

２ 職員の対応 

１ 大変満足した 

２ 満足した 

３ どちらともいえない 

４ 不満足 

 

３ 
施設や設備の 

管理状況 

１ 大変満足した 

２ 満足した 

３ どちらともいえない 

４ 不満足 

 

４ 
講座・イベントの

内容 

１ 大変満足した 

２ 満足した 

３ どちらともいえない 

４ 不満足 

 

全体としての満足度は

どうでしたか 

１ 大変満足した 

２ 満足した 

３ どちらともいえない 

４ 不満足 

 

ご協力ありがとうございました。今後も△△施設をご利用いただきますようお願いいたします。 

参考シート① 利用者アンケート 

○○年度 △△施設 利用者アンケート（満足度調査） 
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■ アンケート回答者数    名 

■ 初めての利用者数     名 

  再利用者数        名（再利用率    ％） 

 

No. 項目 満足度 

１ 利用のしやすさ 

１ 大変満足した               名（    ％） 

２ 満足した                 名（    ％） 

３ どちらともいえない            名（    ％） 

４ 不満足                  名（    ％） 

２ 職員の対応 

１ 大変満足した               名（    ％） 

２ 満足した                 名（    ％） 

３ どちらともいえない            名（    ％） 

４ 不満足                  名（    ％） 

３ 
施設や設備の 

管理状況 

１ 大変満足した               名（    ％） 

２ 満足した                 名（    ％） 

３ どちらともいえない            名（    ％） 

４ 不満足                  名（    ％） 

４ 
講座・イベントの

内容 

１ 大変満足した               名（    ％） 

２ 満足した                 名（    ％） 

３ どちらともいえない            名（    ％） 

４ 不満足                  名（    ％） 

全体としての満足度は

どうでしたか 

１ 大変満足した               名（    ％） 

２ 満足した                 名（    ％） 

３ どちらともいえない            名（    ％） 

４ 不満足                  名（    ％） 

 

主な改善要望 

 

 

 

 

参考シート② 利用者アンケート集計表 

○○年度 △△施設 利用者アンケート（満足度調査）集計表（第○四半期） 
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第□四半期 

No. 項目（発生日） 主な内容、原因等 対応措置 指定管理者からの要望・意見等 

 

１ 

 

    

 

２ 

 

    

 

３ 

 

    

 

４ 

 

    

 

５ 

 

    

 

６ 

 

    

 

７ 

 

    

 

８ 

 

    

 

９ 

 

    

 

１０ 

 

    

参考シート③ 苦情対応シート 

○○年度 △△施設 苦情・事故・事件対応 チェックシート 



20 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善指示書の様式事例 

  年  月  日 

○○施設 指定管理者 

△△△△（団体等名） 

□□ □□（代表者名） 様 

久留米市長 

 

 

○○施設 指定管理業務に関する改善指示書 

 

 

 貴団体と本市の間において、   年  月  日付で締結した「○○施設 指定管理者協定書」

に定める指定管理業務に関し、本市による所定のモニタリングの結果、管理運営業務の内容に不十分

な事項が認められましたので、下記のとおり、業務改善を指示します。 

 なお、本文書において指示した業務改善がなされない場合、久留米市公の施設の指定管理者の指定

の手続等に関する条例第９条に基づいて、貴団体に対する指定を取り消し、又は期間を定めて管理の

業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができることを申し添えます。 

 

記 

 

１ 不十分な事項が認められた管理運営業務の内容 

 

 

２ 業務改善指示の内容 

 

 

 

以上 
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令和○○年度 指定管理者モニタリングレポート 

 

施設名  

所在地  

指定管理者  

モニタリングに

あたっての基本

方針・方法等 

  

担当部課 

 

○○部○○課 

TEL： 

 

 業務の履行状況 サービスの質 サービス提供の安定性 

結果判定    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ モニタリングの総括コメント 

■ 今後の改善項目等 

 

モニタリング項目は、後述の判定評語を記入し

ます。あわせて、モニタリング全般における総

括コメントを記入します。 

モニタリング結果やモニタリングの総括コメ

ントを踏まえ、今後の改善項目等について記入

します。 

このモニタリングレポートは、各年度終了

後、四半期毎のチェックシートや利用者ア

ンケート等の結果を踏まえ、施設所管部課

が作成し、指定管理者に通知するとともに

制度所管課に報告します。 

モニタリングレポートの様式及び記入例 
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モニタリングの基本項目 
モニタリング結果の 

概況と改善項目 
要求サービス水準 

サービス水準の 

達成状況（実績） 

 
 
 
 
 
 

業
務
の
履
行
状
況 

事業・業務の状況 

 

 

稼働率が事業計画書の

目標通り上昇した。 

施設の稼働率の１０％

UPを達成する。 

 

 

 

 

 

 

１年を通じて、一部備

品管理業務に不適項目

もあったが、稼働率が

１０％UPしており、要

求水準を達成してい

る。 

【Ｂ】 

管理運営における基本的事項 

 

 

概ね良好であったが、市

担当への連絡を定期に

実施するよう指導 

会計処理の状況 

 

 

支出手続について、決裁

ルートを明確にするよ

う指導 

施設の維持管理状況 

 

 

備品管理業務が１四半

期で不適であり、管理室

の整理を指導 

 
 

サ
ー
ビ
ス
の
質
の
状
況 

職員サービスや広報等の状況 

 

 

施設の行事案内が適切

な時期に行われない等

の課題があった。 

講座やイベント等の満

足度の対前年比からUP

させる。 

 

 

講座やイベント等にお

いて、創意工夫がみら

れたが、満足度が前年

度比で下回っている。 

【Ｃ】 

施設運営上のサービス状況 

 

 

新規事業における満足

度向上の検討を指導 

サ
ー
ビ
ス
提
供
の
安
定
性
の
状
況 

通常サービス業務の収入状況 

 

 

ほぼ、計画通りであっ

た。 

通常サービス分の収支

状況の黒字化を維持す

る。 

 

 

通常サービス分の収支

状況は、前年度比から

さらに、大きく好転し

ている。 

【Ｓ】 

通常サービス業務の支出状況 

 

 

物件費等での節約の取

り組みがあり、支出を大

幅に削減できた。 

自主事業の収入状況 

 

 

計画通りの収入実績が

あった。 

自主事業の支出状況 

 

 

計画通りの支出実績で

あった。 

 

 

施設の性質を踏まえ、所管部課が特に要求する項目

や内容の要求サービス水準を設定します。 

項目毎のモニタリング結果の概況と改

善すべき項目について記入します。 

設定した要求サービス水準に対して、別紙判定基準に基づ

いた結果を記入します。 
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 それぞれの項目のモニタリングは、チェックシート等により行いますが、モニタリング

レポートにある要求サービス水準に対する達成状況の判定は以下の基準により、判定する

こととします。 

 

評語 判定基準 

Ｓ 

優良 

要求サービス水準を大きく上回っている場合 

Ａ 

良 

要求サービス水準を上回っている場合 

Ｂ 

可 

要求サービス水準を達成している場合 

Ｃ 

要改善 

要求サービス水準を下回っており、改善が必要な場合 

Ｄ 

見直し 

要求サービス水準を大きく下回っており、抜本的な見直

しが必要な場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判定基準 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者制度 モニタリングマニュアル 

 

  ≪策定・改訂≫ 平成２１年３月 策定 

          平成３１年４月 改訂 

  ≪編集・発行≫ 久留米市 総務部 行財政改革推進課 
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          電   話 ０９４２－３０－９１２４ 
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